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目　　的
この規程は、社員の賃金に関する事項を定めたものである。

賃金の支給方法
1. 賃金の計算期間は、1日より末日までとする。
1. 賃金の支給日は、翌月10日とする。但し、支給日が金融機関の休業日にあたる場合はその前日に支給する。
1. 賃金は、法令又は賃金控除協定で定めたものを控除し、その残額を直接本人に通貨で支払う。但し、本人の同意がある場合は、その従業員の指定する金融機関に振り込む方法により支払うことができる。
1. 会社は、本条第3項の但し書きの方法による支払いをしている場合においても、都合によりいつでも直接払いとすることができる。

賃金の構成
1. 社員の賃金は、次の通りとする。基本給について正社員は月給、無期雇用従業員、及び有期雇用従業員は月給又は時給とする。なお、月給者が特別手当、役職手当、固定残業手当の付与対象となり、賞与は正社員が支給対象となる。
1. 賃金の構成は、下記の通りとする
【基準内賃金】
1） 基本給
2） 役職手当
　３）特別手当
【基準外賃金】
　１）固定残業手当
　２）時間外労働割増賃金
　３）深夜労働割増賃金
　４）法定休日労働割増賃金
　５）通勤手当
【賞与】
1） 賞与

賃金からの控除項目
1. 会社は、次に掲げるものを社員の毎月の賃金又は賞与から控除する。
源泉徴収税
健康保険、厚生年金保険及び介護保険の保険料の被保険者負担分
雇用保険の保険料の被保険者負担分
その他労使協定で定めるもの
基本給
1. 基本給は、本人の技能・経験・職能を重視して決定する。

特別手当
1. 特別手当は、優れた職務知識や技能があることを見込んで特別に上乗せして支給する場合と会社内の給与バランスを保つため等、特殊な事情を勘案して支給する場合がある。前者の場合、入社後１年以内の期限を決めて支給することとするが、もしも職場において高い技術レベルを発揮できていると会社が判断したときは、その後も支給し続けることがある。後者の場合、特別手当を支給する特殊事情がある限りは支給し続ける。
1. 特別手当は、一賃金計算期間の全てにわたって欠勤した場合には支給しない。

固定残業手当
1. 固定残業手当は、月単位の固定的な時間外労働割増賃金の内払いとして、各人ごとに決定して労働契約書等で明示し支給する。第11条に基づく計算金額と固定残業手当の間で差額が発生した場合、不足分についてはこれを支給する。
1. 固定残業手当は、一賃金計算期間の全てにわたって欠勤した場合には支給しない。　

第1条 　役職手当
1. 役職手当は、役職にある者に対してその職位に応じて毎月定額を支給する。
1. 役職手当は、一賃金計算期間の全てにわたって欠勤した場合には支給しない。

通勤手当
1. 通勤手当は、公共交通機関を利用する者に対し、その実費を支給する。なお、上限額は1ヶ月あたり2万円とする。
1. 社員が通勤経路を変更するときは速やかに会社に届出なければならない。
1. 前項の届出を怠ったとき又は不正の届出により通勤手当を受給したときはその返還を求める。また、就業規則の規定に基づき、懲戒処分を行なうことがある。
1. 一賃金支払期間において、実出勤がない場合（全日有給休暇取得が認められた場合を含む）通勤手当は支給しない。
1. 一賃金支払期間において、実出勤日数が少ない場合（有給休暇の取得が認められた場合を含む）定期券代と実出勤日数に応じて支払う交通費の実費を比較し、いずれか低いほうを支給する。

[bookmark: _Ref272918813]１時間あたりの算定基礎額
1. 勤務１時間あたりの算定基礎額とは、次の通りとする。
月給者の場合　・・・　基準内賃金/1ヶ月の平均所定労働時間
時給者の場合　・・・　その時給額

[bookmark: _Ref272918672]割増賃金
1. 割増賃金は、次の算式により計算して支給する。但し、固定残業手当が支給される者には、次の計算式で算出された金額が固定残業手当を超える場合のみ支給する。
時間外労働割増賃金（所定労働時間を超えて労働させた場合）
算定基礎額×時間外労働時間数×1.25
深夜労働割増賃金（午後10時から午前5時までの間に労働させた場合）
算定基礎額×深夜労働時間数×0.25
法定休日労働割増賃金（法定休日に労働させた場合）
算定基礎額×法定休日労働時間数×1.35
業務の都合その他やむを得ない事情により通常の始業時刻前又は終業時刻後に勤務に服した場合でも、就業規則に定める所定労働時間を超えない限り前項に定める割増賃金は支給しない。
[bookmark: _Hlk511133796]割増賃金は労働基準法第41条に定められた管理監督者に該当する者には支給しない。

賃金改定
1. 賃金改定（昇給・降給・現状維持）は原則として毎年4月に行う。賃金改定は本人の職務遂行能力、勤務成績、勤怠状況、人事評価、会社への貢献度等を考慮して各人ごとに決定する。但し、会社の業績、経営状況、社会経済情勢の不安、その他やむを得ない事由等がある場合は賃金改定時期を変更又は賃金改定を行わない場合がある。
1. 前項のほか、特別に必要のある場合は、臨時に賃金改定を行うことがある。

第2条 賞与
[bookmark: _GoBack]1. 賞与は、原則として7月と12月に6ヶ月以上継続雇用された者で支給日に在籍している者を対象に会社の経営状況に応じ、支払原資が確保できた場合に限り支給する。但し、会社の業績、経済状況、社会経済情勢の不安、その他やむを得ない事由がある場合には、支給時期を延期、又は支給しないことがある。なお、無期雇用従業員、及び有期雇用従業員には賞与は支給しない。また、試用期間中は算定対象期間から除く。
2. 前項の賞与の額は会社業績を基として、本人の職務遂行能力、勤務成績、勤怠状況、人事評価、会社への貢献度等を考慮して各人ごとに決定する。
3. 賞与は、将来の労働への意欲向上策としての意味も込めて支給するため、賞与の査定期間に在籍した者でも、賞与支給日当日に在籍していない者には支給しない。

月給者の欠勤・遅刻・早退等の取扱い
1. 遅刻、早退及び私用外出の時間については、第10条に定める1時間あたりの算定基礎額に遅刻、早退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を本来支給されるべき賃金額から差し引くものとする。
1. 欠勤の場合の1時間あたりの算定基礎額は、次の通りとする。
・（基本給＋固定残業手当＋特別手当） / その月の所定労働時間
1. 前項の規定にかかわらず、一賃金計算期間の全てにわたって欠勤をした場合には、月例給与を支給しない。

月給者の中途入退社時等における賃金支給の特例
1. 賃金の計算期間中において、途中入社あるいは退社・解雇された者に対しては、次の計算式により算出した額を支給する。
・（基本給＋固定残業手当＋役職手当＋特別手当）/その月の所定労働日数×出勤日数
1. 前項の規定は、賃金月の途中で休職した者又は復職した者についても同様とする。

休暇等における賃金の取扱い
1. 年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。
1. 産前産後の休業期間、母性健康管理のための休暇、育児・介護休業法に基づく育児休業及び介護休業の期間、育児時間、生理日の休暇の期間は無給とする。
1. 慶弔休暇、特別休暇、その他休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。

退職金
1. 退職金は支給しないものとする。












（付　　則）
1. 本規程は、平成　　年　　月　　日から施行する。

